
①　本来の消費税率引上げの影響 ②　不合理な税制改正等の影響 ③　幼児教育無償化に要する経費
消費税率引上げによる本来の増収分の
多くを失う。

消費税率引上げによる実際の増収分で
は対応しきれない。

不合理な税制改正等と幼児教育無償化の特別区への影響（イメージ）

幼児教育無償化実施のためには、現在
の行政サービスを縮減しなければならな
い。

現
在
の
行
政
規
模

消費税軽減税率の導入・

清算基準の抜本的な見直しによる減収

△228億円

法人住民税国税化による減収

△384億円

幼児教育無償化に要する経費

（幼稚園、保育所、認定こども園分）

300億円超
（認可外保育所、預かり保育等分）

消費税率引上げによる本来の増収分

688億円

実際の増収分 76億円

合計△612億円

現在の行政サービス

縮減を求められる

部分

これらに加え、与党税

制大綱に基づく地方法

人課税の「新たな措置」

がある場合、特別区は

更なる減収を強いられ

る可能性がある。


